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○ 新プランは、2009 年度から 2011 年度までの 3年間の計画。 
 
○ 新プランに基づく施策について、PDCA サイクルを導入し、施
策の進捗状況を管理。毎年度、計画に基づく施策の進捗状況を
検証し、必要に応じて、施策を見直す。 
 

 
 
 

○ 三重県社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会において審議。 
 
○ パブリック・コメントを実施。 
 
○ 県庁長寿社会室は、市町の未来づくりを支援。市町担当制を敷
き、市町訪問を実施。市町職員等と共に学ぶ場として、有識者
ヒアリング（第 4期計画策定勉強会）を開催。また、「PRが
最大の市町支援」と考え、頑張っている市町については、全国
でその取組例を PR。 
 
 

 
 

○ 関係計画との調和を図り、老人福祉法に基づく三重県高齢者福
祉計画と一体のものとして策定。 
 

 
 

○ 三重県保健医療計画等との調和を図る観点から、二次保健医療
圏域と同じ圏域を設定。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 県民は社会保障にかかる情報を主にマスコミや広報紙から入
手。一方で、介護現場に関する昨今の報道は、「低賃金」「人
手不足」をテーマとする物が多い。 
 
○ 少子高齢化の進行に伴う課題について、県民に間で必ずしも十
分な理解が進んでいない。「地域ケア」も、県民の間に浸透し
ているとは言えない。 
 
○ いくら立派な施策・事業を展開しても、県民の理解・支持がな
ければ、その施策・事業の意味は半減。受身ではなく、伝える
べきこと、伝えたいことをしっかりと発信することが必要。ま
た、介護職が本来持っている魅力を最大限に PRする活動や、
マスコミに情報を取り上げてもらうための活動が必要。 
 
○ 県庁長寿社会室では、以下の具体的取組を進めることにより、
介護保険制度・介護現場が抱えている実情や介護職の前向きな
姿勢を県民に正確に伝え、「この貴重な介護保険制度を守り、
育んでいく」「地域づくりに自分も参加する」という県民意識
の醸成を図る。 
① 情報収集・発信体制の整備 
② 対報道機関向け活動の重視 
③ 既存広報ツールを活用した一般向け情報発信の強化 
④ ホームページの刷新 
 
 

新プランの期間と 

PDCA サイクルの導入 

 

プラン改訂のための

体制 

 

関係計画間の調和 

戦略的広報・ 

戦略的 PR 

圏域の設定 
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○ 先に示した未来は、必然ではない。“避けなければならない”
シナリオ。 
 
○ 健全な危機感を持ち、変革を迫られる前に、先を見越して先手
先手で変革することにより、避けなければならないシナリオの
対極にある、「みえ地域ケア体制整備構想」で示した三重県の
未来予想図を迎えることができる。 
 
○ 三重県の未来予想図は、「元気に輝きながら暮らせる地域」で
あるべきであり、必要な対応を取ることにより、次のような未
来を創る。 
①超高齢社会の中、活動的で生きがいに満ちた高齢者が、地
域・コミュニティを支える 
②支えが必要となっても、住まい・見守り・食事・移動・医療・
介護といった「安心」により、在宅で最期まで暮らすことが
第一の選択肢 
③施設も地域の一員。その施設で、在宅と同じような尊厳ある
生活ができる 
④“希望”と“誇り”を持った人財に支えられた“温かみ”の
あるサービスを受けられる 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

30 年後の三重県の 

未来予想図 
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(1)要支援者を対象とした予防給付の効果的な取組《継続改善》 
○ 地域包括支援センター・居宅介護支援事業所、介護予防サービ
ス事業者を対象に、研修会を行う。 
 
(2)特定高齢者の適切な把握と事業参加の促進（ハイリスクアプロ
ーチ）《継続改善》 
○ 生活機能評価は、特定健診と同時に実施されることが基本。市
町・後期高齢者医療広域連合と検討を重ね、三重県の統一ルー
ルを設定し、受診環境を整備。１年目の実施状況を見極めなが
ら、今後、更なる事務の改善を図る【再掲】。 
 
○ 各市町の取組事例については、ホームページ等を通じて紹介す
るとともに、効果的な取組については、研修会等で普及を図る。 
 

(3)介護予防のポピュレーションアプローチ《継続改善》 

○ 介護予防に住民が関心を持ち合うような地域を創っていくこ
と（ポピュレーションアプローチ）が効果的。 
 
○ 介護予防を運動教室等の開催といったように狭く捉えるので
はなく、「高齢者が活き活きと生活できる社会環境を整備する
こと」と広く捉え、就労・社会参加の促進、文化・スポーツの
振興等を含めた「地域ぐるみの取組」を支援。 
 
【コラム 2】生活習慣病対策と介護予防 
【コラム 3】人間の身体的・精神的機能は使わないと衰えていく 
【コラム 4】「足りないところを補うケア」から「できること・

したいことを伸ばすケア」へ 
【コラム 5】介護予防の取組例～各地の取組から～ 
【コラム 6】増える高齢者の自殺～自殺予防をどうするか～ 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(1)主治医・かかりつけ医やコメディカルの認知症対応能力の向上
《継続改善》 
○ 認知症サポート医を養成し、その認知症サポート医と協働で、
主治医・かかりつけ医等への研修を実施。 
 
(2)認知症予防の普及啓発《一部新規》 
○ 「認知症サポーター養成講座」や「みえ出前トーク」等で、認
知症予防を含めた認知症に関する正しい理解の普及を図る。 
 
○ 健康教室や介護予防教室で簡易な「物忘れチェック」を行うこ
とにより、認知症の物忘れの始まりに気づき、予防や治療の第
一歩を踏み出すことが可能となる。 
 
○ 予防に向けた取組は国のモデル事業でも実施可能であり、各市
町における認知症予防に向けた取組内容・取組方法等を共有化
し、認知症予防事業の定着を図る。 
 
【コラム 7】認知症予防の取組例～松阪市の取組から～ 

2.介護予防 

3.認知症予防 
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戦略Ⅱ 地域ケア体制整備戦略 
 
 
 
 

○ 「介護基盤整備」から「“地域ケア”の体制整備」へ 
 

 
 
 
 
 
 
 

○ 「①住まい」「②見守り」「③食事」「④移動」「⑤医療」「⑥
介護」の６つの安心を確保する。【1. 安心の確保】 
 
○ 地域での新たな支え合い（共助）の仕組みを構築する。【2.
地域での新たな支え合いの構築】 
 
○ 療養病床の転換を支援する。【3.療養病床転換支援】 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(1)住まいの改修《継続改善》 
○ 「住まい改修アドバイザー研修会」により、バリアフリー化等
の住宅改修相談に応じ助言を行うアドバイザーを養成。 
 
 
(2)住み替え支援《継続改善》 
○ 高齢者専用（円滑入居）賃貸住宅登録制度を周知し、事業者に
制度の積極活用を促すとともに、県内における有料老人ホーム
や適合高齢者専用賃貸住宅等の届出情報を提供。 
 
 

(3)住空間の環境整備《新規》 

○ 「安心住空間創出プロジェクト」への参画により、高齢者にと
って安心な住空間の環境整備を促進。 
 
【コラム 8】「住宅リフォーム研究会」～伊賀市社会福祉協議会

の取組から～ 
 

具体的施策展開 

1.安心の確保 

①住まい 

戦略の方向性 
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(1)認知症サポーターの養成《継続改善》 
○ これまで、2009 年度末にサポーター数 1.5 万人の目標を掲げ
ていたが、目標を 2014 年度末に 6万人へと上方修正。 
 
○ 目標達成に向けて、①市町と協働した認知症サポーター養成講
座の開催、②みえ出前トークを利用した講座の実施、③キッズ
サポーターの養成、④県職員を対象とした講座の実施、⑤企業
への働きかけ、に取り組む。 
 
 

(2)認知症相談支援体制の構築《新規》 

○ 認知症ケアの専門家や経験者等が対応するコールセンターを
設置し、効果的な相談支援を行う。 
 
 
(3)認知症を支える地域資源のネットワーク化の推進《一部新規》 
○ 認知症サポーター・かかりつけ医・認知症ケアを行う者等の地
域資源を「横串」の視点でネットワーク化して、相互に連携し
ながら有効な支援を行う体制を整備。モデル地域を選定し、「地
域資源マップ」の作成等を行う。 
 
【コラム 9】志摩市の見守りの取組例 
【コラム 10】菰野町の見守りの取組例 
【コラム 11】企業における認知症サポーター養成の取組例 
 
 

 
 
 
 
 

(各地域での成功事例の蓄積と共有化) 《継続改善》 
○ 配食サービスについては、高齢者の安否確認・健康状況等の把
握といった「見守り」も併せて実施できることから、各地域で
の成功事例の蓄積と共有化を図る。 

 

【コラム 12】「配食サービス」～社会福祉法人富田浜福祉会、社
会福祉法人すみれ会の取組から～ 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(1)福祉輸送サービスの普及《継続改善》 
○ 2008 年度に創設した「三重県福祉有償運送普及促進支援事業
補助金」を活用して、福祉有償運送を実施する法人に対して財
政的な支援を行う。 
 

(2)生活交通の確保《継続改善》 

○ デマンドバス、乗合タクシー、地域住民主体によるコミュニテ
ィバス等、地域のニーズに柔軟に対応した新たな地域交通の普
及を促進・支援。 
 
 

1.安心の確保 

③食事 

1.安心の確保 

④移動 

1.安心の確保 

②見守り 
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(1)回復期ケアの充実《継続改善》 
○ 回復期リハビリテーション病棟の更なる量的充実を図るとと
もに、急性期病院等との連携を促進。 
 
 
(2)地域連携クリティカルパスの普及《継続改善》 
○ 三重県脳卒中医療福祉連携懇話会を立ち上げ、三重県統一の地
域連携クリティカルパスを作成。三重県保健医療計画におい
て、県内に９つの脳卒中医療連携圏域を設定し、その全圏域で
の導入を目標。 
 
○ 既に一部で地域連携クリティカルパスが導入されているが、今
後、多くの医療機関で連携が進み、全圏域で導入が進むよう、
普及を図る。 
 
 
(3)退院時のケアカンファレンスの普及《継続改善》 
○ 地域に戻った後には、主治医と介護支援専門員との連携を軸に
した「生活を支える医療」が重要。 
 
○ 退院時ケアカンファレンスへの介護支援専門員の参加が広が
るよう、介護支援専門員・地域包括支援センター、医療機関向
けの研修会等において制度を周知。 
 
 
(4)在宅復帰支援と在宅生活支援を担う老人保健施設の充実《新
規》 
○ 老人保健施設は、「終の棲家」である特別養護老人ホームとは
異なる。適切なリハビリテーションを行い、在宅復帰につなげ
る機能と、在宅サービスを行い、在宅生活を支援する機能とい
った地域ケア推進に向けた重要な役割を担う。 
 
○ リハビリテーションに関するデータの集積と、退所後のケース
カンファレンスを実施するモデルの老人保健施設を設定し、老
人保健施設を中核に、地域連携を促進。 
 
 
(5)在宅療養支援診療所を始めとする地域での生活を支える医療
の充実《継続改善》 
○ 在宅療養支援診療所の果たす役割はますます大きくなる。関係
団体に一層の取組を求めていくとともに、24時間体制を整え
るためには複数の医師・診療所の連携も必要であることから、
医師・診療所間のコーディネートを進める。 
 
○ 往診や訪問診療による在宅医療を軸に「地域での生活を支える
医療」に取り組む医師の確保。地域医療・保健・福祉を担う幅
広い能力を有する医師の養成を支援。 
 
 
 

1.安心の確保 

⑤医療 
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(6)訪問看護を始めとする維持期ケアの充実《一部新規》 
○ 周辺業務の軽減等の役割を担う広域対応訪問看護ネットワー
クセンターを設置するなど、訪問看護サービスの安定的な供給
を確保するための取組を進める。 
 
○ リハビリテーション職員のネットワーク構築を支援する。 

 

【コラム 13】リハビリテーション職員の連携～松阪・多気地区訪
問リハビリテーション連絡協議会、通所リハビリテ
ーション連絡協議会の取組から～ 

【コラム 14】「療養通所介護」～なでしこ津の取組から～ 
 
 
(7)地域包括支援センターによる主治医と介護支援専門員の連携
支援《継続改善》 
○ 介護支援専門員には医療系が少ないといった課題があり、地域
包括支援センターを中心に、組織立って、地域ごとに医療連携
を構築することが必要。介護支援専門員・地域包括支援センタ
ーに対して、退院連携・医療連携のための研修会を開催するな
ど、支援を行う。 
 
 
(8)認知症専門医療の充実・介護との連携強化《新規》 
○ 我が国の認知症対策は、これまでは、介護サービスの提供を中
心とする対応。これからの認知症対策は、介護サービスのみな
らず、本人や家族、かかりつけ医等の気づきを早期の確定診断
につなげることを出発点として、的確かつ包括的な療養方針を
策定し、医療と介護の密接な連携の下に適切なサービスを提供
することに転換を図ることが必要。 
 
○ 「老人性認知症センター」を「認知症疾患医療センター」に改
組し、専門医療相談、鑑別診断、合併症・周辺症状への対応、
地域包括支援センターとの連携等を行うものとして位置付け、
認知症専門医療の充実と、介護との連携強化を図る。 
 
○ 認知症疾患医療センターの所在する市町の地域包括支援セン
ターに「認知症連携担当者」を置き、認知症疾患医療センター
と連携を図りつつ、医療から介護への切れ目のないサービスを
提供。 
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(1)地域密着型サービスの整備促進《継続改善》 
○ 生活の継続性を重視するとともに、認知症高齢者や一人暮らし
高齢者の増加といった将来への対応を進めるために、「地域密
着型サービス」の整備を進める。 
 
【コラム 15】「夜間対応型訪問介護」～社会福祉法人洗心福祉会

の取組から～ 
【コラム 16】地域密着型サービスに係る独自報酬～松阪市の取組

から～ 
【コラム 17】交付金の活用 
 
(2)施設サービスを必要とする者が円滑に入所できる仕組みづく
り《継続改善》 
○ 「三重県特別養護老人ホーム入所基準策定指針」に基づき、各
施設ごとに入所基準を策定し、入所申込者の要介護度等を点数
化して入所順位を決定。 
 
○ 施設利用者を重度者へ重点化していくため、2008 年 5月に当
該指針を見直すとともに、既に死亡した者や他の施設に入所し
た者を施設の待機者名簿から除くなど適切な名簿管理を施設
に依頼。改正した指針に沿った入所基準の策定や適正な名簿管
理について徹底を図る。 
 
(3)個室ユニットケアの推進《継続改善》 
○ 尊厳あるケアの実現に向けて、新たに施設を創設及び増築する
場合は全室を個室としたユニット型施設とすることで、個室ユ
ニットケアを推進。既存の施設についても、改修の際には、交
付金を活用。 
 
【コラム 18】ターミナルケアの取組例～社会福祉法人高田福祉事

業協会の取組から～ 
 
(4)認知症ケアへの対応《一部新規》 
○ 適切なケアや環境によって認知症の BPSD を予防又は改善でき
ることや、中核症状に対する適切な支援によって日常生活を維
持することができる。認知症ケアの確立に向けて、各種の研修
を実施。 
 
○ 地域における認知症ケアに関わる者の多職種共同研修・研究を
実施し、認知症に係る地域ケアのネットワーク構築を支援。 
 
(5)介護者支援の普及《一部新規》 
○ 地域支援事業を活用した事業が可能。各地域での取組内容・取
組方法等を共有化し、成果の普及を図る。 
 
○ 認知症に関するコールセンターを設置。【再掲】 
 
【コラム 19】社会福祉法人の地域貢献～社会福祉法人青山里会の

取組から～ 
【コラム 20】社会福祉法人の社会貢献 

1.安心の確保 

⑥介護 



 264 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(各地域での成功事例の蓄積と共有化) 《新規》 
○ 地域での支え合いが、有効に機能するためには、①「声なき声」
であることが多い「困り事」を早期に拾える仕組みがあること、
②住民主体の自発的対応を行う組織体が形成されていること、
③公的サービスへ繋ぐ必要がある場合に適切に繋げるネット
ワークがあること、④全体を束ねるコーディネーターが存在す
ること等が必要。 
 
○ 市町村合併により行政区が広域化しているが、地域での支え合
いを機能させるためには、「顔の見える関係」を作ることがで
きる適切な圏域を単位とすることと、ワンストップで対応する
総合相談が何よりも重要。 

 

○ 志摩市では、市を 4層に構造化して、1・2層では専門職での
対応、3・4層では住民が主体となった対応。また、地域包括
支援センター機能を包含する形で「ふくし総合支援センター」
を設置し、高齢者・障がい者・児童・生活困窮・健康相談等、
あらゆる相談をワンストップで対応。365 日 24 時間の対応と
多職種によるチームアプローチ、インフォーマルサービスを含
めたトータルケアマネジメントを実施。虐待事例の早期発見、
生活困窮家庭の早期把握等に成果が出始めている。 

 

○ 県内の各地域で注目すべき取組が行われている。県としては、
各地域での始まろうとしている取組・始まっている取組を支援
するとともに、県内に広く定着させるため、成功事例の蓄積と
共有化を進める。 
 
【コラム 21】伊賀市社会福祉協議会の取組～平井俊圭・伊賀市社

会福祉協議会事務局長の講演から～ 
【コラム 22】成年後見制度の普及促進に向けて～三重県社会福祉

士会等の取組から～ 
【コラム 23】「高齢者虐待防止チーム」～三重弁護士会と三重県

社会福祉士会の取組から～ 
【コラム 24】防災・防犯に向けた取組例 
 
 

 
 
 
 
 

(情報提供・転換相談の実施) 《継続改善》 
○ 療養病床の再編は、医療機関の意向に反して強制的に行うもの
ではなく、医療機関自らの判断によって実現されていくもの。 
 
○ 個々の医療機関が、地域の中で果たすべき役割や患者のニーズ
等に基づき、自らの判断によって転換していくものであり、県
の役割は、情報提供・転換相談の実施等。 
 
【コラム 25】療養病床転換の具体的事例 
 

 
 

2.地域での新たな

支え合いの構築 

3.療養病床転換 

支援 
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戦略Ⅲ 人財力向上戦略 
 
 ○ 介護人財の安定的確保に向けた総力戦へ 

 
【コラム 26】“じんざい”の「ざい」について 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 介護・福祉への理解を深め、新規人財の参入を促進する。【1.
新規人財の参入促進】 
 
○ 研修等の充実を図り、意欲の高い介護職員に成長の機会を確保
し、人財の定着を図る。【2.人財の定着】 
 
○ 従業員満足(ES)の向上に向け、人事労務管理研修の充実など、
経営面のサポートを行う。【3.経営面のサポート】 
 
○ 利用者が質の高いサービスを適切に選択できるよう、事業者支
援、情報公表、苦情・事故対応、適正化事業を推進する。【4.
適切なサービス選択の支援】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(1)認知症サポーター・キッズサポーターの養成とボランティアの
推進《一部新規》 
○ 福祉系高校等の教育現場と十分な連携を図るため、福祉人材セ
ンターにおいて就職問題連絡協議会を開催。要望に応じて福祉
系高校への出前講座を実施。介護福祉士養成施設における深刻
な定員割れの状況を踏まえ、進路指導を強化。 
 
○ 「介護支援ボランティア制度」の活用支援。 
 
(2)介護福祉士等修学資金貸付《新規》 
○ 貸付制度を再開し、更に貸付要件を緩和。 
 
(3)潜在的有資格者の掘り起こし《新規》 
○ 介護サポーター養成研修(仮称)を実施し、介護現場への参画を
促す。ホームヘルパーの資格を有しながら就労していない潜在
的有資格者に対する相談事業を促進。 
 
(4)戦略的広報・戦略的 PR《継続改善》 
○ 介護保険制度・介護現場が抱えている実情や介護職の前向きな
姿勢を県民に正確に伝え、「この貴重な介護保険制度を守り、
育んでいく」「地域づくりに自分も参加する」という県民意識
の醸成を図る。 
 
(5)福祉人材センターの見直し《新規》 
○ 「福祉人財確保マッチングモデル事業」（仮称）に取り組む。
「アクションプラン」を 2009 年度に策定。 
 
【コラム 27】外国人介護福祉士の受け入れ 
 

戦略の方向性 

具体的施策展開 

1.新規人財の参入

促進 



 266 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(1)三重県社会福祉協議会が実施する社会福祉施設職員研修の見
直し《継続改善》 
○ 人財確保・育成の観点から見直す。 
 
 
(2)職能団体等が実施する研修の支援《一部新規》 
○ 各種職能団体等が専門職の資質向上を図るために行う研修を
支援。 
 
 

(3)看護職員に対する研修の充実、ネットワーク構築支援《一部新

規》 

○ 介護現場における医療ニーズの高まりを踏まえ、介護保険施設
に勤務する看護職員を対象とした研修を実施するとともに、研
修を通じた看護職員間のネットワーク構築を支援。 
 
 
(4)介護支援専門員研修の充実、主任介護支援専門員の養成《継続
改善》 
○ 更新研修における医療系の研修の必須化。利用者の自立支援・
権利擁護の視点や、介護支援専門員としての倫理観も養う。 
 
○ 主任介護支援専門員について、量的確保を図るとともに、研修
の充実、ネットワーク構築支援等により資質向上を図る。 

 

 
(5)地域包括ケア研修等の充実《継続改善》 
○ これまで築き上げた地域包括支援センター間のネットワーク
を維持するとともに、各種研修会を行う。また、効果的な介護
予防事業の実施に向け、介護予防サービス事業者を対象とした
研修会も行う。 
 
 
(6)介護職員基礎研修・訪問介護員養成研修の実施《継続改善》 
○ 介護職員基礎研修の普及。訪問介護員養成研修についても、事
業所の指定状況を県庁ホームページで公表。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2.人財の定着 
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(1)人事労務管理研修等の充実《継続改善》 
○ 現場管理者等のマネジメント能力を高めるため、三重県社会福
祉協議会が実施する社会福祉施設職員を対象とした研修事業
の中で、人事労務管理、メンタルヘルス、コミュニケーション、
ワークライフバランス等に関する研修を実施。 
 
 
(2)先進的な取組事例(好事例)の提示《新規》 
○ 関係団体との連携の下、経営の在り方・雇用管理・キャリアア
ップの仕組み等、先進的な取組事例の収集及び提示。 
 
 

(3)社会福祉法人の経営支援《新規》 

○ 効率的・安定的な経営が必要な法人に対して有効な支援方策を
専門的な立場から検討する「社会福祉法人経営支援協議会」を
県に設置し、人財の安定的確保、法人経営の健全化等を図る。 
 
 
(4)介護労働安定センター等との連携強化《継続改善》 
○ 介護労働安定センター・ハローワークと連携して、事業者研修
等の場において、「介護基盤人材確保助成金」等の各種助成金
制度の周知・普及を図る。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(1)事業者支援の充実《新規》 
○ 新規に指定を受けた事業者に対する基本事項の研修、既存事業
者に対するレベルアップ研修、指定更新事業者に対する人員基
準等の再確認・法令遵守の徹底のための研修を実施。 
 
○ 事業者自身が日常的に自己点検できる「チェックシート」を作
成・公表。 

 

○ 指定を受けようとする事業者のために、「指定の手引き」の作
成・公表。 
 
 
(2)介護サービス情報の公表制度・外部評価・第三者評価の推進《継
続改善》 
○ 制度の定着に向け、パンフレットやポスターの作成・配布、広
報誌の活用、各種研修会での周知徹底を図る。 
 
○ 認知症高齢者グループホーム・小規模多機能型居宅介護事業所
を対象とした外部評価の実施。「みえ福祉第三者評価」の実施。 
 
 
 
 
 
 

3.経営面のサポート 

4.適切なサービス

選択の支援 
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(3)苦情・事故対応への迅速な対応《継続改善》 
○ 市町・三重県国民健康保険団体連合会等と連携し、必要に応じ
て当該事業所へ立入調査を行い、苦情等の早期解決を図る。 
 
○ 施設等を対象とした苦情・事故事例活用研修会の開催、事故報
告が提出されていない施設への調査等を行う。 
 
 
(4)介護給付適正化事業の推進《継続改善》 
○ 2008 年 3月に、「介護保険制度の適正運営を確保するための
アクション・プラン」を策定。保険者の取組を支援し、2010
年度に県内全ての保険者が適正化事業全てを実施。 
 
○ 保険者が行う適正化事業のうち、ケアプランチェックの取組が
不十分であることから、国の「ケアプラン点検支援マニュアル」
を基に、実施方法の研修会等を開催。 

 

○ 要介護（要支援）認定については、一律の基準で公平・公正か
つ適正に実施されることが重要。認定に関わる全ての者の資質
向上のため、認定調査員、主治医、介護認定審査会の委員・事
務局職員に対する研修を実施。 

 

○ 介護保険は、保険料や税を財源とする公的社会保障制度であ
り、事業者には、営利・非営利を問わず、公益性の高い行動規
範の遵守と自覚が求められる。事業者に対して適切な指導監査
を行うとともに、悪質な事業者には指定の取消し等を含め、厳
正に対処。特に、営利法人に対しては、2012 年度までに全て
の事業者に対して、監査を実施。 
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○ 従来までの計画は、ともすれば、サービス供給量の提示に重き
が置かれ、施設整備を希望する者が施設整備可能数を確認する
ための物となっていた。今回、本プランは、県としての戦略と
具体的行動を明確にするとともに、「皆に読んでもらえる計画」
とすることを基本的な視点としている。 

 

○ 本プランが多くの人の目に触れ、共に行動を起こすキッカケに
なることを期待。「三重県の未来のために、共に行動を起こし
ませんか」。 
 
【コラム 28】各地で芽生えている地域ケア確立に向けた取組 
 
 
 
 
 

  

  

  

  
 


